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（単位、広域連合）�

12.４.１現在�

はじめに

近年、交通体系、通信手段の発達によって、住

民の日常生活や企業活動等の範囲が著しく拡大し

てきている。また、住民の価値観の多様化やライ

フスタイルの変化等に伴い、行政需要は複雑かつ

多様化し、より高度で専門的になるなど、幅広い

対応及び質的な向上が求められるようになってき

ている。このため、限られた人的・物的資源を有

効に活用し、住民に対して新たに過度な負担を強

いることなく、高度化・多様化する行政需要に対

応していくことが不可欠であるとの観点から、こ

れまで一部事務組合等を活用した「事務の共同処

理」や、近隣の市町村と連携・協力して実施する

「公共施設の相互利用」、「共同事業」等、行政の

効率化や質の高い住民サービスの提供へ、様々な

取組みが成されてきたところである。

一方、大都市への人口集中が進むとともに、地

方では過疎の問題が深刻さを増してきており、こ

れらを解決する手段として、近年、地方行政組織

の整備による受け皿作りを進めるための地方分権

の推進や権限委譲の議論が高まっている。

このように、社会情勢が大きく変化する中で、

地方の行政執行能力を強化・向上させながら地方

行政を推進することがますます重要になってきて

おり、基礎的自治体たる市町村の区域を越えて多

様な連携のもとに展開される広域行政の重要性・

必要性が高まってきている。

また、この４月から介護保険制度がスタートし

たが、その準備や要介護支援認定審査会事務の執
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行のために、昨年度から広域連合の設立、活用が

活発になっている（図表１）。また、同じくこの

４月から、機関委任事務（地方自治体の長、その

他の機関に対して国又は他の地方自治体等から法

律又はこれに基づく政令により委任された事務）

の廃止や規制緩和、さらに市町村合併の推進等を

内容とする「地方分権の推進を図るための関係法

律の整備等に関する法律」（関係法律４７５本を一括

して改正する法律。以下、「地方分権一括法」と

いう）が施行されており（地方分権一括法の一部

を成す「市町村合併特例法」は、昨年７月に他の

法律に先立って施行済み）、今後、ますます広域

行政に対する住民の関心が高まるものと予想され

る。

そこで本稿では、広域行政執行のための主な組

織、制度の概要及びそれらに関係する法律や各種

委員会答申等の変遷、また、当該組織等に対する

問題点等を中心に検討し、その後で広域行政を議

論する上でのポイントについて考察する。なお、

記述に当たっては、住民に身近な行政の執行が求

められる基礎的自治体たる市町村を念頭に置きな

がら記述する。

また、「広域行政」という言葉には、�１需要の

広域性をそのまま広域行政とする使い方（大病院

や動物園等の運営・管理といった、広域から人が

集まるという需要の広域性のためにその仕事が広

域行政とされる場合）、�２広域的自治体（都道府

県）の行政自体を指す使い方、�３広域的行政需要

を複数の自治体の関係を通して処理するという使

い方、これら三通りが考えられるが、本稿では、

�３の意味で広域行政を使用することとする。

１ 広域行政遂行のための主な組織・制度

現行地方自治法上の地方公共団体は図表２のと

おりであり、また、それ以外のものを含めた広域

行政方式は図表３のとおりである。ここでは広域

行政執行のための主な組織・制度として、一部事

務組合、広域連合、市町村合併、また、法律に根

拠を有した制度ではなく、かつ、直接の広域行政

執行主体でもないが、広域行政について述べる上

で重要であると思われる「広域行政圏」を取り上

げ、その組織別に、概略（組織等の内容、創設の

目的、メリット等）、関係法律・答申等の変遷及

び懸念・問題点について検討する。

図表２ 地方公共団体の種類

（資料）：地方自治法等より作成
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１．１ 一部事務組合

�１ 概 要

一部事務組合は、普通地方公共団体及び特別区

が、構成団体又はその執行機関の事務の一部を共

同処理するために設ける地方公共団体の組合であ

る。一部事務組合の設立は、原則として任意設立

によるが、強制設立も認められている。任意設立

の場合は、関係地方公共団体の協議により規約を

定め、加入者が都道府県の場合は自治大臣、その

他の場合は都道府県知事の許可を要する。強制設

立は、例外的に公法上の必要がある場合に、市町

村及び特別区の組合について認められる。一部事

務組合が共同して処理する事務は、教育、民生、

衛生等、多岐に渡るが、一旦当該組合が成立する

と、それによって共同処理するものとされた事務

は、関係団体の機能から除外される。

一部事務組合の設置数の推移をみると、１９７４年

の３，０３９件をピークに緩やかな減少傾向にあり、

１９９８年７月１日現在では２，７７０件となっている。

これは、国の指導もあり、統合・集約化が進んで

いるからだと考えられる。

なお、一部事務組合とともに、地方自治法に規

定され、「組合」という名称が付いている組織と

しては、全部事務組合と役場事務組合があるが、

前者は、町村がその事務の全部を共同処理するた

めの組織、後者は、町村が役場事務を共同して処

理するための組織である。なお、両者については、

１９５９年１０月１日以降存在しないため、これ以上の

説明は省く。また、次の「変遷」の部分で「複合

（的一部）事務組合」という名称が出てくるが、

図表３ 各種広域行政方式

区 分 内 容

地

方

自

治

法

に

基

づ

く

方

式

特

別

地

公

体

組

合

一部事務組合
・事務の一部を共同処理するため、複数の団体が共同して設置するもの

・構成団体から独立して独自の議会や執行機関を設置できる

広 域 連 合

・事務を広域的に実施するため、複数の団体が共同して設置するもの

・一部事務組合とは異なり、構成団体を経ることなく、国等から直接権限委譲を受ける

ことができ、事業執行上必要なことを、構成団体に対し勧告できる

地方開発事業団 ・土地区画整理事業等の法定事業を実施するため、複数の団体が共同して設置するもの

協 議 会

・事務の一部等を共同して管理・執行、連絡調整、広域に渡る総合的な計画を作成する

ため、複数の団体が共同して設置するもの

・法人格を持たないため、固有財産の所有等権利・義務の主体となれないことや、ハー

ド事業の主体となれないことが問題点として指摘されている

機関等の共同設置

事 務 の 委 託

職 員 の 派 遣

公の施設の共同利用

相互救済事業経営委託

機 関 の 連 合 組 織

・執行機関の簡素化を図るため、複数の団体が行政委員会等を共同で設置するもの

・一部事務の管理・執行を、他の団体へ委託するもの

・他の団体の要請に応じ、関係職員の派遣を行うもの

・公の施設の共同利用のため、区域外の設置及び他の団体の利用を行うもの

・相互救済事業を実施するため、全国的公益法人に委託するもの

・団体の首長、議会議長の連絡協議のため、全国的連合組織を設置するもの

そ

の

他

公共法人（３セク） ・公共事業を行うことを目的として設立されるもの

任 意 の 行 政 協 定 ・複数の団体が一定の事項を合意の上行う取り決め手法

事 実 上 の 協 議 会

・法律上の協議会ではないが、事実上これと同様の活動を行っているもの

・担当職員間の連絡調整、共同調査研究、研修、会議等を行うもの

・複数の団体が自発的に連携し、広域的課題の調査・研究、連絡調整、計画策定等を行

い、人材育成、啓発普及等により機運の醸成に努める「まちづくり協議会」等がある

（資料）：自治省資料等より作成
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これは、従来の一部事務組合の制度を拡充し、市

町村の広域行政を効率的に推進することを目的と

した、いわば一部事務組合の制度を発展させた組

織であり、設立できるのは市町村に限られている。

また、制度自体も、関係団体相互に関連する事務

であれば、その共同する事務が構成団体間で異な

る場合でも一つの組合で処理できる等、弾力的な

ものとなっている。

�２ 変 遷

１９４７年制定の現行地方自治法では、一部事務組

合については戦前の制度が承継された（市相互間

又は市と町村間の一部事務組合については１９１１の

市制改正で、また、同年改正の町村制で、町村組

合については一部事務組合及び全部事務組合が認

められた。役場事務組合は、１９４３年改正の町村制

により明文化されている）。ここで注意すべきこ

とは、最初の自治法制である１８８８年の町村制にお

いては、町村間の組合の設立は、町村合併の協議

が整わない場合などに、やむを得ずそれに代わる

方法として規定されていた点、また、戦前の組合

の設立、解散がともに許可制であったのに対し、

現行の地方自治法では、前者が許可制、後者が届

出制となっている点である。このことから、一部

事務組合の設立は、できるだけ認めない方がよい

という判断が働いていたように思われる。また、

１９７１年には、後述の広域市町村圏の設立と関連し、

市町村の一部事務組合の設立を盛り込んだ地方自

治法の改正が、また、１９７４年には複合的一部事務

組合の法制化が成されている。これは、１９６９年の

十三次地方制度調査会答申（正式には「広域市町

村圏及び地方公共団体の連合に関する答申」。合

併により全ての広域市町村圏における広域行政体

制を整備するのは困難・不適当であるため地方公

共団体の連合に関する新たな制度の創設が必要で

あるとする提言）を具現化するために、同年、市

町村連合法案が提出されたが廃案となったため、

それに代わるものとして法制化されたものである。

以降、１９７９年に自治省の「新広域市町村圏計画

策定要綱」で複合事務組合の推進が、１９８２年の第

二次臨時行政調査会の第三次答申においては、府

県を越える広域行政は将来の課題であるとされた。

また、１９８６年の第一次行革審の「今後における行

財政改革の基本方向」では、一部事務組合の複合

事務組合化、さらに複合事務組合から市町村合併

へと進めることが望ましいと答申されている。最

近では、２０００年４月から施行されている「広域行

政圏計画策定要綱」において、広域行政圏の整備

振興を推進するための行政機構として、一部事務

組合等の広域行政組織を設置することが求められ

ている。

�３ 懸念・問題点

一部事務組合における主な問題点としては、以

下の点が指摘できる。�１複合的一部事務組合等へ

の組織の統合が進んでいるとはいえ、まだまだ処

理事務ごとに設立された組合が数多く存在したり、

同じ広域市町村圏内に同一の事務処理を内容とす

る組合が複数存在する等、効率的な組織・財政運

営が成されていない。�２住民による直接請求等、

住民参加の仕組みが存在しない（住民からの距離

が遠く意見の反映が難しいため、住民自治を空洞

化するおそれがある）。�３構成団体との関係にお

いては、構成団体に対して規約を変更するよう要

請することができない（組合自らのイニシアティ

ブを発揮できない）。�４国や都道府県に対し、広

域連合のように権限・事務を委任するよう要請し

たり、国等が組合に対して委任を行うことができ

ない。�５構成団体の共同処理する事務が全て同一

の種類でなくても一つの組合で処理できるとする

複合的一部事務組合の設立に際し、都道府県及び

特別区が構成団体になれない。

９２郵政研究所月報 ２０００．８



１．２ 広域連合

�１ 概 要

広域連合は、一部事務組合が前述の問題点を有

していることから、多様化する広域行政需要によ

り適切かつ効率的に、十分対応するために、また、

地方分権の受け皿を整備するため、新たに創設さ

れた「地方公共団体の組合」の一種である。広域

連合は、次のような特徴をもつ。�１市町村同士や

都道府県と市町村、都道府県同士といった多様な

組み合わせが可能である。�２一般廃棄物処理（市

町村事務）と産業廃棄物処理（都道府県事務）と

いった、複合事務を処理できる。�３国や都道府県

図表４ 一部事務組合と広域連合の主な相違点

区 分 一 部 事 務 組 合 広 域 連 合

団体の性格 ・特別地方公共団体 ・特別地方公共団体

構 成 団 体 ・都道府県、市町村及び特別区

ただし、複合的一部事務組合にあって

は市町村

・都道府県、市町村及び特別区

設置の目的等 ・構成団体又はその執行機関の事務の一

部の共同処理

・多様化した広域行政需要に適切かつ効率的に対応すると

ともに、国からの権限委譲の受け入れ体制を整備する

国等からの事

務権限の委任

―――

・国又は都道府県は、広域連合に対し直接権限・事務の委

任を行なうことができる

・都道府県の加入する広域連合は国に、その他の広域連合

は都道府県知事に権限・事務を委任するよう要請するこ

とができる

構成団体との

関 係 等

―――

・構成団体に規約を変更するよう要請することができる

・広域計画を策定し、その実施について構成団体に対して

勧告することができる

・広域計画は、他の法定計画と調和が保たれるようにしな

ければならない

・広域連合は、国の地方行政機関、都道府県知事、地域の

公共団体等の代表から構成される協議会を設置できる

設置の手続 ・関係地方公共団体が、その議会の議決

を経た協議により規約を定め、都道府

県の加入するものは自治大臣、その他

のものは都道府県知事の許可を得て設

ける

・関係地方公共団体が、その議会の議決を経た協議により

規約を定め、都道府県の加入するものは自治大臣、その

他のものは都道府県知事の許可を得て設ける

ただし、自治大臣は、広域連合の許可を行なおうとす

るときは、国の関係行政機関の長に協議

直 接 請 求 ・法律に特段の規定はない ・普通地方公共団体に認められている直接請求と同様の制

度を設けるほか、広域連合の区域内に住所を有するもの

は、広域連合に対し規約の変更について構成団体に要請

するよう求めることができる

組 織 ・議会―管理者（執行機関）

ただし、複合的一部事務組合にあって

は、管理者に代えて理事会を設けるこ

とができる

・議会―長（執行機関）

議員等の選挙

方 法 等

・議会の議員及び管理者は、規約の定め

るところにより、選挙され又は選任さ

れる

・議会の議員及び執行機関の選出については、直接公選又

は間接選挙による

（資料）：自治省HP資料より作成
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に対して権限・事務を委任するよう要請したり、

国や都道府県が連合に対して委任を行うことがで

きる。�４広域計画の実施ついて構成団体に勧告で

きる。�５住民による直接請求の制度がある。（一

部事務組合との主な相違点については図表４参

照）。

この広域連合の設立数は、介護保険制度の円滑

な実施のための準備等の意味から、平成１１年度に

急激に増加しており、平成１２年４月１日現在、６５

の広域連合が設立されている（図表１）。

�２ 変 遷

地方公共団体の連合制度については、既に１９６２

年の第八次地方制度調査会の「地方開発都市に関

する答申」や、１９６３年の第九次地方制度調査会の

「行政事務再配分に関する答申」において構想さ

れていた。それ以降も、後述の１９６９年の第十三次

地方制度調査会答申では、地方公共団体の連合に

関する新たな制度の創設が必要であると提言され、

１９８９年には、新行革審が「国と地方の関係等に関

する答申」において、都道府県連合、市町村連合

制度の創設を提唱している。また、１９９３年には、

第二十三次地方制度調査会により「広域連合及び

中核市に関する答申」が出されている。その結果、

１９９４年の地方自治法改正により、広域連合制度が

創設された。さらに、１９９６年の地方制度調査会に

よる「地方分権の推進に伴う地方行政体制の整

備・確立についての専門委員会報告」では、広域

行政制度による補完・支援につき、新たに創設さ

れた広域連合の積極的活用が提言されている。

なお、１９８９年の「ふるさと市町村圏」設立（「ふ

るさと市町村圏」については、後述�４で簡単に触

れる）以前では、地方公共団体の連合に関する答

申が、関係団体事務の共同処理方式としての「連

合」に関するものであったものが、当該市町村圏

設立以降の答申は、国や都道府県から権限の委譲

を受ける主体としての「連合」に関するものに変

化してきている点に注意されたい。

広域市町村圏成立後における、一部事務組合、

広域連合等による事務の共同処理方式は、市町村

合併のための条件整備として位置付けられている

ように思える。具体的には、１９８２年の第二次臨時

行政調査会の第三次答申において、市町村間の共

同処理体制・制度の充実による市町村合併の条件

整備が提唱され、また、１９８６年の第一次行革審の

「今後における行財政改革の基本方向」では、一

部事務組合の複合事務組合化、さらに複合事務組

合から市町村合併へと進めることが望ましいと答

申されている。前述の「広域行政圏計画策定要綱」

においても、一部事務組合や広域連合等の広域行

政組織の設置が求められているものの、当該計画

に基づく施策の実施を積み重ねることにより、結

果的に圏域の一体感が十分に醸成されている場合

には、市町村合併の検討を求めている。

�３ 懸念・問題点

広域連合は、前述のとおり、一部事務組合の問

題点を補完する組織に思えるが、以下の問題点が

指摘できよう。

�１広域連合が国等に権限・事務の委任を要請する

場合、国等が広域連合に委任する場合に比べ、そ

の対象が「当該連合の事務又は連合の長その他の

執行機関の権限に属する事務に密接に関連する」

ものに限定されている。また、国等の権限の実効

ある委任を保障する規定がない。�２国等から広域

連合への権限委譲の例がほとんどなく、地方分権

の受け皿としてうまく機能していない（単に、事

務の共同処理の仕組みに留まっている）。�３議会

議員及び執行機関の選出について直接選挙だけで

なく間接選挙も認めている（これは、連合におけ

る住民自治の保障の不充分さを示している）。�４

自律的運営の前提となる広域計画の策定が、広域
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連合の設立後相当遅れて策定されるのが常態化し

ている。�５連合による行政の広域化が進むと、国

からの直接的な権限の委譲や事務の集中が進み、

都道府県が形骸化するおそれが出てくる。

１．３ 市町村合併

�１ 目 的

市町村合併という広域行政実現のための仕組み

は周知であると思われるので、説明は省略する。

市町村合併の目的（メリット）は、一般的に責

任の所在が不明確になることを避けながら、自治

体規模の拡大によって、行政運営の効率化や行政

能力の向上を図ることにあると言えよう。例えば、

合併により、�１重複事務・議会の統合による関係

職員等の削減及び専門職員の増配置、�２重複投資

を避けながらの、広域的観点からの重点的な投資

の実施による効率的な町づくり施策の展開、�３介

護保険の安定的運営等、行政基盤の強化による行

政サービスの充実・安定等を実現することが挙げ

られる。また、地方分権の推進という観点からは、

より権限委譲が期待できる政令指定都市等への指

定が展望できる点や、分権推進の成果を十分に上

げるための行財政基盤の強化等も目的として挙げ

られよう。

�２ 変 遷

市町村合併についての答申・法律等は、戦後だ

けを見ても次々に提出され、制定されている。主

要なものに限定しても、次のようなものが挙げら

れる。�１１９５２年の都道府県知事による市町村の適

性規模の勧告を規定した地方自治法の改正。�２

１９５３年の「町村合併促進法」（３年間に町村数を

１／３に減らすことを目途に合併を促進）。�３１９５６

年の「新市町村建設促進法」（合併による町村数

の削減促進を未合併町村に適用）。�４１９６２年の「市

の合併の特例に関する法律」（市の合併の全国化

を目指す）。�５１９６５年の「市町村合併特例法」（合

併の全国化を目指す）。�６１９８６年の第一次地方制

度調査会答申「今後における行財政改革の基本方

針」（市町村の自主合併の促進）。�７１９９５年の「改

正合併特例法」（住民からの合併発議を支援）。�８

１９９７年の地方分権推進委員会第二次勧告及び自治

省の「地方自治新時代に対応した地方公共団体の

行政改革推進のための指針」（地方行政体制の整

備・確立のための市町村合併の推進等）。�９１９９８

年の地方制度調査会による「市町村の合併に関す

る答申」（市町村行政の広域的展開等）。�１０１９９９年

の地方分権一括法中の「市町村合併特例法」（住

民発議制度・財政措置の拡充、地域審議会の設置

等）等である。

また、それらの内容の変遷を時期ごとに見ると、

次のようになる。�１１９６５年の「市町村合併特例法」

成立前までは、国主導で合併を促進した時期。�２

当該法律の成立以降８０年代末までは、国は合併の

枠組みのみ主導的に設定し、その他は地方の自主

的な取組みに任せた時期。�３８０年代末、地方分権

がクローズアップされ始めた頃以降は、地方主導

の合併を国が支援する傾向が強まっている時期。

なお、地方自治法制定後の市町村数の変遷は、

図表５のとおりである。

�３ 懸念・問題点

市町村合併については、明確に「問題点」を指

摘することは難しく、全て懸念材料と言えるが、

例えば、以下の点が指摘できる。�１規模が拡大す

ることにより、きめ細かいサービスが受けられな

い。�２住民の意見が役所に十分届かなくなる。�３

役所が遠くなる。�４従来の地区住民意識が残り、

地域間対立が生じる。�５税金が増える。�６合併後

の中心部から離れた周辺地域が荒廃する。�７構成

市町村間の行政サービスや住民負担格差の調整が

難しい。
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市町村合併については、前述したとおり数々の

制度改正がなされ、例えば、住民発議制度や普通

交付税の合併算定替制度（合併後も一定期間合併

しなかった場合の地方交付税の額を保障する制

度）の創設・拡充、特例地方債の充当、また、特

別交付税措置等の支援策が用意されてきた。ただ、

現状を見ると、昭和６０年４月１日から平成１１年４

月１日の間に合併に関係した市町村数を見ても２６

団体しかなく、また、平成１２年５月１日現在で、

合併のための協議会が設置されているのは１８地域

（５４市町村）であり、そのうち住民の発議により

設置された協議会は９（２５市町村）にしか過ぎな

い。このことは、前述の懸念材料に裏打ちされた

結果とも言えるのではないだろうか。

１．４ 広域行政圏

�１ 概 要

広域行政圏は、１９６９年から設定が開始された広

域市町村圏と、１９７７年から開始された大都市周辺

地域広域行政圏とを合せた総称であり、１９９１年に

自治省の「広域行政圏計画策定指針」により誕生

した圏域である。

このうち、広域市町村圏は、圏域人口が概ね１０

万人以上であり、一定の要件を具備した日常社会

生活圏を形成し、または形成する可能性を有する

と認められる圏域で、大都市周辺地域広域行政圏

を除いた圏域をいう。この広域市町村圏は、設定

当初は広域ネットワークの形成、広域事務処理シ

ステムの整備に主眼が置かれたものの、その後は、

地域の総合的居住環境の整備、産業振興、教育・

スポーツ等、広域サービスシステムの整備等にも

重点が置かれてきている。

また、大都市周辺地域広域行政圏は、圏域人口

が概ね４０万人程度の規模を有すること、地理的・

歴史的又は行政的に一体と認められること等の条

件を具備した圏域をいう。

図表５ 市町村数の変遷

年 月 市 町 村 合 計 前回との差 備 考

１９４７．８ ２１０ １，７８４ ８，５１１ １０，５０５ ― 地方自治法施行

１９５３．１０ ２８６ １，９６６ ７，６１６ ９，８６８ －６３７ 町村合併促進法施行

１９５６．４ ４９５ １，８７０ ２，３０３ ４，６６８ －５，２００ 町村合併促進法施行

１９５６．９ ４９８ １，９０３ １，５７４ ３，９７５ －６９３ 新市町村建設促進法施行

１９６１．６ ５５６ １，９３５ ９８１ ３，４７２ －５０３ 新市町村建設促進法一部失効

１９６２．１０ ５５８ １，９８２ ９１３ ３，４５３ －１９ 市の合併の特例に関する法律施行

１９６５．４ ５６０ ２，００５ ８２７ ３，３９２ －６１ 市町村の合併の特例に関する法律施行

１９７０．４ ５６４ ２，０２７ ６８９ ３，２８０ －１１２

１９７５．４ ６４３ １，９７４ ６４０ ３，２５７ －２３ 市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する法律施行

１９８０．４ ６４６ １，９９１ ６１８ ３，２５５ －２

１９８５．４ ６５１ ２，００１ ６０１ ３，２５３ －２ 市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する法律施行

１９９０．４ ６５５ ２，００３ ５８７ ３，２４５ －８

１９９５．４ ６６３ １，９９４ ５７７ ３，２３４ －１１ 市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する法律施行

１９９８．１０ ６７０ １，９９４ ５６８ ３，２３２ －２

１９９９．４ ６７１ １，９９０ ５６８ ３，２２９ －３

（資料）：自治省HP資料より作成
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先に延べたように、両者とも直接的に広域行政

を執行する組織ではなく、広域市町村圏における

実際の事務は、広域連合、一部事務組合又は協議

会が、また、大都市周辺地域広域行政圏において

は、協議会が事務を執行している。

なお、広域行政圏の圏域数、行政機構の現況等

については、図表６のとおりである。また、次の

「変遷」において、「ふるさと市町村圏」につい

ても触れるが、これは広域市町村圏施策を進めて

いく上でのモデルとして選定された一部の圏域で

あるので、ここでは説明を省く。

�２ 変 遷

１９６９年の新全国総合開発計画では、広域行政推

進のためには、都道府県又は市町村の区域を越え

る広域開発行政の円滑な推進が重要であり、早急

に広域生活圏の画定等について検討する必要があ

るとされた。この新全国総合開発計画における広

域生活圏を具体化するものとして、同年、自治省

から「広域市町村圏」が提唱され、「広域市町村

圏振興整備措置要綱」が策定された。この要綱に

おいては、広域市町村圏計画に基づく事業の実施

に際し、普通地方公共団体の協議会を広域行政機

構として設定している場合はこれを廃止し、新た

に広域行政機構たる一部事務組合を設置すること

等を規定している。

また、１９７２年の「日本列島改造論」ブームに対

する自治省の対応策として、１９７７年に自治省が

「大都市周辺広域行政圏振興整備措置要綱」によ

り、「都市周辺地域広域行政圏」を設定した。続

いて、１９７９年に策定された三全総の定住構想を受

けて、同年、自治省が「新広域市町村圏計画策定

要綱」を策定し、これにより広域サービスシステ

ムの整備に重点を置く新広域市町村圏計画の策定、

及びこれに基づく施策の実施を促進することによ

り、広域市町村圏施策の一層の充実、強化が図ら

れた。

さらに、１９７９年から、地域の総合的居住環境の

整備を目標とし、産業振興や複合事務組合の推進

を含めた総合計画として「新広域市町村圏計画」

の策定が開始された。

続けて、１９８９年自治省は、１９８７年の四全総にお

ける「多極分散型国土の形成」という基本目標を

受け、今後の市町村圏施策のモデルとして、「ふ

るさと市町村圏推進要綱」により「ふるさと市町

村圏」を設定し、広域市町村圏施策の一層の充実

を図ることとした。この要綱では、ふるさと市町

村圏に広域行政組織として複合事務組合を設置す

ること、圏域内の一部事務組合についてはできる

限り複合事務組合化を進めることにより、広域行

政体制の簡素化を図り、広域事業の実施体制の強

化・広域的調整の円滑化を進めることが規定され

た。また、１９９１年には、自治省の「広域行政圏計

画策定指針」により、これまでの広域市町村圏と

大都市周辺地域広域行政圏を合せ、「広域行政圏」

と総称することとされた。

さらに、２０００年には、自治省の「広域行政圏計

画策定要綱」により、都道府県知事による広域行

図表６ 広域行政圏の状況 （Ｈ１２．４．１現在）

区 分 圏 域 数 市区町村数 執行組織の種類別数

広域行政圏 ３６４ ３，１４３

広域市町村圏 ３４０ ２，９２４ 広域連合（３０）、一部事務組合（２２４）、協議会（８６）

大都市周辺地域広域行政圏 ２４ ２１６ 協議会（２４）

（資料）：自治省HP資料より作成
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政圏の設定・自治大臣への報告、広域行政組織と

しての一部事務組合、広域連合等の設置が指導さ

れている。

�３ 懸念・問題点

広域行政圏に関しては、�１広域行政圏を構成す

る地方公共団体の意識として、「わがまち優先」

の意識が強くなりがちであるため、統一的で生き

た広域計画を策定しにくい状況になりやすい、�２

広域行政機構の事務職員が構成地方公共団体の事

務職員と兼務であることが多いことから、広域行

政機構自体が弱体である、�３事務の中心的役割を

担う市も広域行政機構も、広域圏の行政に関して

権能や権限がほとんどなく、リーダーシップがと

りにくい等の懸念・問題点を挙げることができよ

う。

なお、戦後の広域行政に係る法律や各種委員会

答申等の変遷を簡単にまとめたのが図表７である。

なお、日本における広域行政の議論が、歴史的に

地方分権を推進するための、その受け皿としての

組織の整備（合併の推進等）という観点からも議

論されてきたこともあり、地方分権に係る部分を

含めて作成しているので参照されたい。

２ 広域行政を議論する上でのポイント

以上、広域行政を遂行するための組織・制度の

主なもの及びそれらが答申・創設されるまでの議

論の変遷を見てきたが、以下、それらを踏まえた

上で、今後、広域行政を議論する上でのポイント

について考えてみたい。

２．１ 広域行政組織・制度に対する問題点

前述のとおり、広域行政を遂行するために創設

される組織・制度には、種々の懸念・問題点が存

在している。広域行政組織・制度全体としてみて

も、�１広い視野からの行政執行が期待できる、�２

組織の拡大により効率的な事務の執行・行政能力

の向上等が期待できる、�３地方分権の受け皿とし

ての機能が期待できる、等のメリットがある。し

かしその一方で、�１合併以外は地方公共団体とは

別の組織であるため、住民から離れた存在として

意識される結果、その事務の執行について関心の

薄い存在になりかねない（例えば、平成１０年の和

歌山県の調査では、一部事務組合や広域連合を

知っている住民が、調査参加住民の４割に満たな

いとの結果が出ている）、�２規模の拡大によって、

住民の声が届きにくくなる、�３規模が拡大するこ

とによって、責任の所在が不明確になりやすい等

のデメリットも指摘できよう。よって、広域行政

について議論する場合、現に広域行政需要が存在

し、それを行政として解決すべきとの結論に達し

た場合でも、行政が広域需要全部を処理しなくて

はならないとの理由は無く、地域の特性を踏まえ

つつ、当該団体に対するメリット・デメリット双

方を十分に勘案しながら議論する必要があろう。

また、その際には、広域行政需要があることと、

新たな組織を設立することは別であることも認識

しておくべきである。

２．２ 事務内容と広域行政の必要性

一般的に共同処理しようとする事務事業の内容

は多岐に渡るため、その内容によって広域行政の

必要性は異なってくる。中には、各種開発事業等、

より狭域な範囲でこそ効率的かつ民主的に決定し

実施されている事務を含んでいるかもしれない。

それを一緒に議論しようとすると、何を広域行政

に求めようとしているのか曖昧・不明確なまま議

論が進む危険性がある。広域行政の必要性を検討

する際には、個別の事務事業ごとに、その必要性

を検討すべきである。
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２．３ 行政能力の向上

２．１でも触れたように、広域行政組織等につい

て議論される場合、組織等の拡大による行政能力

の向上がそのメリットとして挙げられる場合が多

い。だが、この行政能力の向上は、本来、組織規

模の拡大や合併ではなく、住民が力を出せる地方

行政を保障する自治体内分権と、住民参加による

民主主義によってもたらされるべきものである。

広域行政の議論の際には、その点を忘れてはなら

ない。

２．４ 住民自治、団体自治の実現

これまでの広域行政組織・制度に関する議論の

変遷を見ると、�１地方自治体の広域行政が、これ

まで日本全体の国土開発とリンクしながら議論さ

れてきた点、�２広域行政組織に係る議論が、国等

からの支援をバックにしつつ、主として事務を能

率的・効率的に共同処理するための組織づくり

（組織規模の拡大による効率化の推進。いわゆる

「規模の自治」）として議論されてきた点（介護

保険の開始に伴って、急遽「広域連合」設立の動

きが活発化したことをみると、その感を強くす

る）、�３広域行政組織の最終点として（あるいは

より良い組織として）、「市町村合併」が常に念頭

に置かれながら議論されてきた点を特徴として挙

げることができよう。特に、�２及び�３は、ややも

すれば住民不在、住民軽視の色が濃いように思え

る。

広域行政に対する地方公共団体の対応としては、

単に規模の拡大による事務の効率化を求めるので

はなく、住民自らが地域のことを考え、自らの手

で治めて行くという「住民自治」の実現及びそれ

を実現するための、地域のことは地方公共団体が

自主性、自立性をもって自らの判断と責任の下に

地域の実情に沿った行政を行い、「団体自治」の

実現という観点から対応していくことが重要であ

る。そのために、単に効率論からのアプローチに

留まることなく、広域行政の真の目的は何かを常

にイメージしながら、その実現のためにはどのよ

うな制度・組織がふさわしいかを議論すべきであ

る。「まず特定の組織、効率化ありき」であって

はならない。この点が、広域行政を議論する場合、

最も注意すべき点であると考えられる。

ちなみに、行政の効率化のみで広域行政組織の

あるべき姿を議論しようとした場合、結論は自ず

から出てくるように思う。人口一人当たりの歳出

規模を最小にするような市町村規模に関する研究、

例えば経企庁「地域経済レポート’９７」では、１０

～５０万人の人口規模でそれが最小となり（図表８）、

また、宮城県の分析では、人口１０～２０万人の人口

図表８ 人口１人当たりの歳出規模

人口規模

以上～未満
対象市町村数

対象人口規模

人口総数（人）

対象人口規模

歳出合計（千円）

人口１人当たり

歳出総額（円）

～ １０００人

１０００～ ５０００人

５０００～１００００人

１００００～５００００人

５００００～１０００００人

４０

６０６

８６９

１，２７３

２３１

２６，６７１

１，９７９，５１０

６，３２３，５５４

２７，１１１，０３１

１５，９８２，９５５

７４，６５５，８０８

２，００４，２８４，８３８

３，９３７，３１９，９９８

１０，４４２，４７２，７８３

５，２３４，０２８，９０３

２，７９９，１３８

１，０１２，５１６

６２２，６４４

３８５，１７４

３２７，４７６

１０００００～５０００００人 ２１３ ４６，６０７，３９０ １４，８４１，０７５，１３５ ３１８，４２８

５０００００人～ ２５ ２６，６２４，３８７ １１，９５８，７３３，０８３ ４４９，１６５

全市区町村 ３，２５７ １２４，６５５，４９８ ４８，４９２，５７０，５４８ ３８９，０１３

（資料）：経企庁「地域経済レポート’９７」より引用
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の間に歳出規模が最小となる人口規模があるとし

ている（図表９）。つまり、目指すものが効率化

だけならば、市町村をそれらの規模に合併させれ

ばよいことになる。

３ おわりに

地方公共団体に対し、広域需要への早急な対応

が求められ、地方分権もこれからさらに進展させ

るべきものと思われる。このような地方公共団体

を巡る環境の変化の中、地方公共団体が円滑に広

域行政を執行していくためには、まだまだ議論し、

解決していかねばならない課題は多い。市町村関

係組織の広域化に伴う都道府県との関係の整理

（都道府県の役割の明確化）、住民参加・監視シ

ステムの構築による住民自治の実現、広域行政を

遂行する上で避けては通れない財源の問題（税源

の地方公共団体への委譲、交付税・補助金の削減

等を含めた財政制度全体の見なおし）等である。

これらは、すぐには解決できない問題ではある

が、かと言って先延ばしにはできない。前述した

ように、住民自治・団体自治の実現の観点から、

また、「住民参加により、地域の将来は地域が自

主的に決定すべきであり、そのために、国等によ

る自立した行政主体への誘導が重要」との観点か

ら、国及び地方公共団体等によって早急に解決・

整理されることが望まれる。

図表９ 人口１人当たりの歳出規模

人 口 １人当歳出総額 指 数

１，０００

３，０００

５，０００

１０，０００

３０，０００

５０，０００

１００，０００

２，３７０，８３９

１，０９１，４１５

８１０，６４０

５７７，３９５

３９２，４１６

３４９，３４３

３１８，１５７

７．６１

３．５１

２．６０

１．８５

１．２６

１．１２

１．０２

１６９，７９６ ３１１，３６４ １．００

３００，０００

５００，０００

１，０００，０００

３１９，２２９

３４０，６２３

３９６，６５１

１．０３

１．０９

１．２７

（注）１ 面積は、その平均値＝１１４km２と置いた場合
（注）２ 指数：人口１６９，７９６人を１．０とした場合の１人当た

りの歳出総額
（資料）：「財政的側面からみた市町村合併」より引用

（元資料：「みやぎ新しいまち・未来づくり構想調
査研究書（Ｈ１１．３）」）
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図表７ 広域行政・地方分権関係法・答申等の変遷

時期 関 係 法 ・ 答 申 等 備 考

１９４６

年

・都制・府県制・市制・町村制の改正法 住民の選挙権、被選挙権の拡大（男女平等の普通選挙権）、首長の公選制、

直接請求制度の実現

１９４７ ・地方自治法

・内務省廃止

地方公共団体の自主性・自律性の強化、住民自治の徹底、一部事務組合等

１９４８ ・地方自治法の改正

・地方財政法

・地方税法・地方配布税法

・地方自治法改正

地方公共団体の事務処理の権能拡大、条例・規則に罰則を付し得る等

地方公共団体の事務範囲を例示

１９４９ ・ドッジライン

・地方自治庁設置

・第一次シャウプ勧告

・地方行政調査委員会議設置

日本経済安定策を指示

地方税収入の増額、独立税主義の徹底、補助金等の整理、地方自治優先

主義に基づく国と地方の事務再配分等について勧告

１９５０ ・政府内に「道制案」、「州制案」構想

・国土総合開発法

・地方財政平衡交付金法

・第二次シャウプ勧告

・地方行政調査委員会議勧告

・同委員会議第一次勧告

配布税から平衡交付金へ

勧告に基づき政府は地方税法の改正案を提出

国庫補助金制度の改正関係

行政事務再配分関係

１９５１ ・地方税法改正

・政府諮問委員会答申

・地方行政調査委員会議第二次勧告

第二次シャウプ勧告に基づく改正（市町村）税法人税割の設定、国民健康

保険税の設定、国税と地方税の徴収順位の同順位等）

市町村規模の適正化、行政事務再配分等

行政事務再配分関係

１９５２ ・地方行政調査委員会議の廃止

・全国市長会が府県廃止を決議

・地方自治法改正

・自治庁発足

・地方制度調査会設置

市町村の適正規模の勧告等を規定

１９５３ ・全国市長会「地方制度改革意見」

・全国町村会「地方制度改革に関する意見」

・町村合併促進法

・第一次地方制度調査会答申

府県廃止、道州制構想

府県廃止、道州設置

３年間に９，６２２の町村を１／３の３，７３３に減らすことを目途に合併を促進
都道府県と市町村との機能の区分等

１９５４ ・地方財政平衡交付金法改正

・全国市長会「地方制度改革意見案」

・全国市議会議長会「道州制要綱」

・全国町村会「地方制度改革に関する意見」

・全国町村議長会「府県制―道州制に関する

意見」

・全国五都市連合構想

平衡交付金を地方交付税制度に改正

府県廃止、道設置案

道州庁設置案

阪神都市協議会設置要綱

１９５５ ・関経連「地方行政機構の改革に関する意見」 府県制の廃止、道州制の創設等

１９５６ ・首都圏整備法

・地方財政の再建等のための公共事業に係る

国庫負担等の臨時特例に関する法律公布

・地方自治法改正

・新市町村建設促進法

首都圏建設法の廃止

府県の広域自治体としての性格を規定、特別市制の廃止と政令指定都市制

度の採用等

１９５７ ・第四次地方制度調査会「地方制度の改革に

関する答申」

・東北開発促進法

道州制の答申（現行府県制廃止、国と地方の間に「地方」を置く、「地方」

の区域は全国７ないし１０のブロック等）
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時期 関 係 法 ・ 答 申 等 備 考

１９６０ ・四国地方開発促進法、九州地方開発促進法

・自治庁が自治省に昇格

・地方制度調査会中間報告 首都制度改革

１９６１ ・阪神地方小都市「阪神広域行政都市協議会」

設置

・自治省「基幹都市構想」、建設省「広域都

市構想」発表

・四国四県県会議長会四県統合の原則で一致

・臨時行政調査会設置

・地方自治法改正 自治大臣及び都道府県知事は、関係地公体に対して広域総合計画策定のた

めの協議会の設置を勧告できる

１９６２ ・第八次地方制度調査会中間答申「地方開発

都市に関する答申」

・新産業都市建設促進法

・市の合併の特例に関する法律

・第八次地方制度調査会答申

・全国総合開発計画

市町村の連合体設置を提起

新産都市の一体的な建設促進のための市町村合併を盛り込む

地方開発事業団、連絡協議組織を提言

拠点開発方式

１９６３ ・地方自治法改正

・近畿圏整備法

・第一次臨調「首都制度改革に関する答申」

・自治省「地方公共団体連合法案」

・関経連「府県広域行政法案に望む」

・第九次地方制度調査会「行政事務再配分に

関する答申」

・地方自治法改正

地方開発事業団（特別地方公共団体）の設置

首都圏庁構想

府県合併方式

事務再配分の受け手として地方公共団体の連合制度を提言

協議会の制度に広域に渡る総合的な計画を共同して作成することを付加

１９６４ ・自治省「連合法案」を国会提出

・工業整備特別地域整備促進法

・臨調第一次答申「広域行政の改革に関する

意見」

・第九次地方制度調査会「行政事務再配分に

関する答申」

審議未了

都道府県の自主合併と広域行政処理

１９６５ ・市町村合併特例法

・地方行政連絡会議法

・第十次地方制度調査会「府県合併に関する

答申」

・政府「都道府県合併特例法案」

全国９ブロックによる国の出先機関、都道府県、指定都市の広域的連絡調

整

１９６６ ・都道府県合併特例法案提出 廃案

１９６７ ・自治省「地方中堅都市の育成」構想

１９６８ ・日本商工会議所道州制構想決議

・西日本経済団体会議「都道府県合併特例法」

早期成立決議

・国土計画協会「地域社会の変動に対応する」

市町村行政のあり方に関する報告書

・自民党都市政策大綱

・中部圏開発審議会「中部圏基本開発整備計

画」答申

・新都市計画法

・第十二次地方制度調査会「最近における社

会経済情勢の変化に伴う地方行政の変貌に

対処する行政上の方策に関する中間答申」

・首都圏整備委員会、新首都圏基本計画発表

全国８ブロック首長公選制の道州制

自治省委託研究報告書
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時期 関 係 法 ・ 答 申 等 備 考

１９６９ ・新経済社会発展計画

・自治省「広域市町村圏の振興整備に関する

施策」

・新全国総合開発計画

・自治省「広域市町村圏振興整備措置要綱」

・建設省「地方生活圏」

・広域市町村圏第一次指定

・広域市町村圏第二次指定

・第十三次地方制度調査会「広域市町村圏及

び地方公共団体の連合に関する答申」

・関経連「地方制度の根本的改革に関する意

見」

７３年度までに３２９圏域を設定（一部事務組合１３５、協議会１９４）

工業基地の地方分散と広域ブロックごとの開発計画

全国３５０圏域予定

全国１６０～１７０圏域

４１圏域

１４圏域

地方公共団体の連合に関する新たな制度の創設を提唱

府県廃止、道州制

１９７０ ・日本商工会議所「道州制で新しい国づくり

を」

・過疎地域対策緊急措置法

・広域市町村圏第三次指定

・自治省「コミュニティ」構想

・第十四次地方制度調査会「大都市制度に関

する答申」

７３圏域

１９７１ ・地方自治法改正

・自治省「コミュニティ対策要綱」

・広域市町村圏第四次指定

・自治省モデルコミュニティ指定

広域市町村圏の設立と関連して市町村の一部事務組合（連合）を設けること

１１７圏域

全国３９地区

１９７２ ・日本列島改造論（田中通産相）

・広域市町村圏指定終了

・工業再配置地域指定

・第十五次地方制度調査会「特別区制度の改

正に関する答申」

８４圏域

移転促進地域、誘導地域

１９７３ ・地方中核都市整備要綱案

・全国知事会自治制度研究会「新しい行政課

題と府県」

・第十五次地方制度調査会中間答申「土地対

策、コミュニティ及び住民参加」

・新全総見直し作業 広域生活圏施策の再検討

１９７４ ・国土利用計画法

・地方自治法改正

・国土庁設置

複合的一部事務組合制度成立等

１９７５ ・市町村の合併に関する法律の改正

・第十六次地方制度調査会答申「地方財政の

硬直化を是正するためにとるべき方策につ

いて」

・国土庁「新全総総点検中間報告」

・全国市長会「地方財政危機突破大会」

・国土庁 第三次全国総合開発計画概要発表

有効期限の１０年間の延長

地方都市のおける都市化の進展を指摘。市町村主導で新都市づくりを提言

１９７６ ・国土利用計画決定

・第十六次地方制度調査会「住民自治意識向

上に資するための方策に関する答申」

・第十六次地方制度調査会「地方税財政制度

のあり方についての起草委員会報告」

住民投票制度の拡張、直接請求制度の改善等
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時期 関 係 法 ・ 答 申 等 備 考

１９７７ ・自治研修協会研究報告書「国と地方の新し

い関係」発表

・自治省「大都市周辺広域行政圏振興整備措

置要綱」

・三全総国土庁試案概要発表

・自治省「大都市周辺地域振興圏域事業」ス

タート

・第三次全国総合開発計画閣議決定

広域市町村圏の大都市班（新広域市町村圏構想）

人口の地方定住をうたい、１０年間で２４０兆円の公共投資計画

１９７８ ・工業再配置促進法に基づく特別誘導地域の

指定

・自治省「新広域市町村計画」づくり策定指針

・全国知事会臨時地方行財政基本問題研究会

「新しい時代に対応する地方行財政に関す

る措置についての報告」

北海道等１２道県、９４市町村

１９７９ ・三全総策定

・自治省「新広域市町村圏計画策定要綱」

・国土庁「モデル定住圏計画策定要綱」

・三全総策定

・第十七次地方制度調査会「新しい社会経済

情勢に即応した今後の地方行財政のあり方

についての答申」

・建設省「モデル地方生活圏総合整備事業」

定住構想

複合事務組合の推進

定住構想

１９８０ ・定住構想推進連絡会議がモデル定住圏計画

を決定

・全国知事会行財政基本問題研究会「基幹委

任事務の整理再配分について」

全国４０圏域

１９８１ ・第二臨調第一次答申

・第十八次地方制度調査会答申

・関経連「地方庁」構想

・自治省「田園都市中核施設整備事業」

・国土庁「田園都市構想モデル事業実施要綱」

国と地方との機能分担及び地方行政の改善

府県制の現状維持を表明

１９８２ ・第二臨調第三部会報告

・全国市長会「行政改革に関する提言」

・日本商工会議所「新しい国づくりのために」

・第二次臨調第三次答申

日常生活圏の拡大に対応した合併の推進を

地方分権の徹底

道州制案

府県を越える広域行政は将来の課題

１９８３ ・第二臨調第五次答申

・自治省「地域経済活性化対策要綱」

・第十九次地方制度調査会小委員会報告「広

域行政のあり方に関する小委員会の報告」

最終答申

推進地域は広域市町村で

１９８４ ・第一次行革審地方行革推進小委員会報告

「地方公共団体における行政改革の推進方

策」

・国土庁「定住圏等の圏域づくりの推進方策

に関する調査報告書」

・建設省「地方都市中心市街地活性化事業」

・臨時行革審「地方公共団体に対する国の関

与・必置規制の整理合理化に関する答申」

・自治省「地域経済活性化対策」、「まちづく

り特別対策事業」
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時期 関 係 法 ・ 答 申 等 備 考

１９８５ ・自治省「地方行革大綱」

・第一次行革審中間答申「民間活力の発揮推

進のための行政改革の在り方」

・臨時行革審地方行革推進小委員会「機関委

任事務及び国・地方を通ずる許認可権限等

の在り方」

・首都圏改造計画

代執行制度の見直し

業務核都市構想

１９８６ ・第一次行革審最終答申「今後における行財

政改革の基本方向」

・建設省「地方生活圏地域振興計画」

・民間活力活用推進懇談会「地方における民

間活力の活用方策」

都道府県の広域化、市町村の自主合併推進

１９８７ ・第四次全国総合開発計画 多極分散型国土形成

１９８８ ・第二十一次地方制度調査会答申「地方公共

団体への国の権限移譲等についての答申」

・多極分散型国土形成促進法

・自治省「ふるさとづくり特別対策事業の創

設について（概要）」策定

多極分散型国土形成のための地方分権

１９８９ ・業務核都市基本方針

・経団連「市町村相互間、都道府県相互間の

連携、合併決議」

・自治省「ふるさと市町村圏推進要綱」

・全国市長会「第二政令指定都市構想」

・関経連意見書「府県共同体構想」

・中部経済連合会「望ましい国と地方のあり

方」

・自治省の新行革審小委員会ヒアリングに対

する意見書「都道府県の在り方について」

・新行革審「国と地方の関係等に関する答申」

９２年度までに３６０広域圏域中、１１４圏域に設定

段階的道州制

都道府県の役割の重要性を強調

都道府県連合制度、地方中核都市制度、市町村連合制度の提唱

１９９０ ・行革国民会議

・日本青年会議所「地方分権へのいざない」

地方主権の提唱

藩制構想

１９９１ ・地方自治法の改正

・自治省「広域行政圏計画策定要綱」

・第三次行革審豊かなくらし部会報告「本当

の豊かさをめざして」

・関経連意見書「都道府県連合制度に関する

提言」

・第二十二次地方制度調査会答申

・第三次行革審第二次答申

機関委任事務の職務執行命令訴訟制度、監査委員等

広域市町村圏と大都市周辺地域広域行政圏を「広域行政圏」と総称

東京一極集中の是正

都道府県連合試案

地方分権特例制度

１９９２ ・地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設

の再配置の促進に関する法律

・第三次行革審「国際化対応・国民生活重視

の行政改革に関する第三次答申」

・閣議決定「地方分権特例制度について」

・経済同友会「地方活性化への提言」

・政治改革推進協議会（民間政治臨調）「地

方分権に関する緊急提言」

地方拠点都市法

地方分権特例制度（パイロット自治体）答申

地方分権基本法提唱
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時期 関 係 法 ・ 答 申 等 備 考

１９９３ ・第二十三次地方制度調査会小委員会報告

「都市の規模能力に応じた事務移譲を含む

都市制度のあり方についての考え方」

・地方分権特例制度実施要領

・第二十三次地方制度調査会答申「広域連合

及び中核市に関する答申」

・衆・参両院「地方分権の推進に関する決議」

・第三次行革審最終答申

・経済同友会地方活性化委員会提言

・自由民主党道州制を維持する会

事務次官会議等申合せ

広域連合、地方中核都市制度構想

地方分権に関する立法化等の推進。市町村の自主的合併の推進や広域的自

治体制度の導入を地方分権の前提条件とはせず（それぞれが広域的・自律

的な自治体へ成長することを期待）

都道府県合併、市町村合併

１９９４ ・閣議決定「今後における行政改革の推進方

策について」

・行政改革推進本部地方分権部会設置

・地方６団体「地方分権の推進に関する意見

書」

・第二十四次地方制度調査会「地方分権の推

進に関する答申」

・閣議決定「地方分権の推進に関する大綱方

針」

・地方自治法の改正 広域連合制度、中核市制度の創設

１９９５ ・閣議決定「地方分権推進法案」

・地方分権推進法

・地方分権推進委員会発足

・改正合併特例法

地方分権推進委員会の設置等（委員会任期は２０００年７月まで）

住民からの合併発議を支援し自主的合併の実現

１９９６ ・地方分権推進委員会中間報告「分権型社会

の創造」

・地方制度調査会「地方分権の推進に伴う地

方行政体制の整備・確立についての専門小

委員会報告」

・地方分権推進委員会第一次勧告

国・地方を上下・主従の関係から対等・協力の関係へ転換、国の地方への

関与は立法統制に制限、機関委任事務の廃止

広域連合の積極的な活用による広域市町村圏機能の強化等

機関委任事務の廃止、国と地公体との関係についての新たなルール等

１９９７ ・閣議決定「財政構造改革の推進について」

・地方分権推進委員会第二次勧告推進

・地方分権推進委員会第三次勧告

市町村合併の推進を指摘

福祉・医療等、組織と職の専門性を位置づけてきた必置規制の緩和と市町

村合併の推進

駐留軍基地用地の使用事務を国の直接執行事務として規定

・地方分権推進委員会第四次勧告

・自治省「地方自治新時代に対応した地方公

共団体の行政改革推進のための指針」

・自治省「機関委任事務制度の廃止後におけ

る地方公共団体の事務の在り方及び一連の

関連する制度の在り方についての大綱」

・自治省「自治体リストラ新指針」

・行政改革会議（最終報告）

・財政構造改革の推進に関する特別措置法

国の関与を巡る紛争がおこった場合の係争処理等、市町村の規模に応じた

事務移譲

地方行政体制の整備・確立のため市町村合併、広域連合を活用

（地方分権大綱）

「規制緩和・行政改革と地方分権は両輪」の考えを具体的に示す

地公体規模の拡大に際しては地方制度の在り方の抜本的変革も視野に入れ

るべき
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○インターネット関係

・自治省HP（http：／／www.mha.go.jp）

・総理府HP（http：／／www.sorifu.go.jp）

・NIPPON―NET（自治体HP検索システム「地域発見」）（http：／／www.nippon―net.ne.jp）

・日経テレコン２１（http：／／telecom２１．nikkeidb.or.jp）

時期 関 係 法 ・ 答 申 等 備 考

１９９８ ・閣議決定「地方分権推進計画」

・地方分権推進委員会第五次勧告

・中央省庁等改革推進本部「中央省庁等改革

に係る立案方針」

・地方制度調査会「市町村の合併に関する答

申」

・財政構造改革法停止法

公共事業の見直しとそれに伴う補助金制度の検討

新道州制と評価

市町村行政の広域的展開等

１９９９ ・閣議決定「第二次地方分権推進計画」

・地方分権の推進を図るための関係法律の整

備等に関する法律（地方分権一括法）

・「市町村合併推進本部」の設置

・自治省「市町村の合併の推進についての指

針」

中央省庁等改革に係る大綱事務局原案

関係法律４７５本

（市町村合併特例法（有効期限Ｈ１７．３．３１）は施行）

中核市の要件緩和、特例市の創設

本部長自治事務次官

市町村合併、広域行政、その他地公体の振興を明記

２０００ ・自治省「広域行政圏計画策定要綱」

・自治省「広域行政圏計画策定要綱について」

・地方分権一括法施行

・介護保険制度開始

・閣議決定「地方分権推進法の改正」

地域間の交流を効果的に進める観点から自主的な市町村合併を積極的に推

進

広域行政圏（広域市町村圏又は大都市周辺地域広域行政圏）の設定

広域行政圏の振興整備に係る旧通知の廃止

１年延長を決定

（資料）：「広域行政と地方分権」及び自治省資料等より作成
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○その他

・日本経済新聞 各号

・総理府HP（http：／／www.sorifu.go.jp）

・NIPPON―NET（自治体HP検索システム「地域発見」）（http：／／www.nippon―net.ne.jp）

・日経テレコン２１（http：／／telecom２１．nikkeidb.or.jp）
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